
住宅課
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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B108
住宅建設費

公営住宅法 宣言項目 01 結婚・出産・子育ての希望実現

分野施策 010101 きめ細かな少子化対策の推進

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 繰 入 金 県　債

決定額 169,024 73,530 6,494 89,000 169,024

前年額 0

平成30年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

平成30年度公営住宅建設費 県営住
宅事業
特別会
計

住宅事
業費

住宅建
設費

平成30年度公営住宅建設費

事 業
期 間

平成30年度～ 根 拠
法 令平成33年度

　住宅に困窮している低額所得者に低廉な家賃で良質な
住宅を供給する必要がある。そこで、県民生活の安定と
社会福祉の増進に寄与し、あわせて居住水準の向上を図
るため、老朽化した県営住宅の建て替えを行う。
（4か年継続費の第1年次支出分）

(1) 平成30年度公営住宅建設費　　　　　169,024千円

（１）事業内容
　老朽化した県営住宅の建て替えを行う。
　平成30年度　　　　設計、計画作成等
　平成31年～33年度　解体工事、建設工事等

（２）事業計画
　熊谷玉井団地、久喜青葉団地の建て替え工事を行うとともに、県内１団地の建替基本計画を作成する。
　平成30年度　  169,024千円
　平成31年度　  642,923千円
　平成32年度  1,528,855千円
　平成33年度　  714,461千円

（３）事業効果
　県営住宅2団地129戸の建て替えを行うことで、県民生活の安定と社会福祉の増進に寄与するとともに、居住水準の向上
を図ることができる。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　公的賃貸住宅や民間賃貸住宅との連携により、重層的な住宅セーフティネットの構築を図る。

（国45/100・県55/100）

9,500千円×2.5人＝23,750千円

前年との
対比

― 都市整備部 B108 ―
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